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内部通報制度の仕組みと運用・実務の
PDCA サイクル・改善手法の実践例 

～経営と実務の双方の視点からフェーズ・課題に応じて実例・ヒントを紹介～ 
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真
ま さ

崇
た か

 氏 
弁護士法人  瓜生・糸賀法律事務所 

パ ー ト ナ ー  弁 護 士 

日時 ２０２５年７月３日（木）午前 10 時００分～１２時００分 
 

■このセミナーは Zoom でご受講いただけます（１週間動画配信あり）。 
■当日のご参加が難しいお客様には、後日動画を配信できます (2 週間 )。日程指定も可能です。 

 公益通報者保護法の改正法が２０２２年６月に施行されてから約３年が経過しました。内部通報制度につい
て改正法対応は済んでいると思いますが、現状、皆様の会社では、自社の内部通報制度の仕組みと運用・実
務について、PDCA サイクルが回り、改善が図られていますか。自社の内部通報制度が有効に機能しているの
かを、どのような指標で評価し、改善につなげていますか。 
 私は、弁護士として約７年半、企業不祥事対応や不正調査に関わるとともに、内部通報制度の社外窓口とし
て多くの通報対応を行いました。２０２２年４月から３年間、日本郵政グループの Chief Compliance Officer（コ
ンプライアンス責任者）として、グループガバナンス・コンプライアンス体制の強化に取り組みました。 
 内部通報制度については、利用者の信頼確保と利用促進に向けた施策を講じ、利用件数が増加してから
は、リスク検知高度化の施策を実施しました。内部通報制度の運用改善のため、定量指標を設けてモニタリン
グを行い、課題を特定し、改善につなげることで PDCA サイクルが回るよう努めました。 
 他方、実務レベルの改善として、内部通報を契機とする調査・モニタリングにおいて、通報情報に含まれる法
令違反や社内ルール違反の有無のみならず、リスクを早期に検知し、コンプライアンス・リスク管理の高度化に
つなげる取組みも行いました。 
 私は、企業の２線が十全に機能することが、企業の持続的成長を支え、日本経済・社会の発展につながると
考えています。 
 そのために、内部通報制度の PDCAサイクル・改善手法について、経営目線から全体最適で実践する方法、
実務目線からリスク検知機能高度化や担当者のスキル向上の参考となる実例やヒントを、フェーズや課題に応
じて解説します。皆様の会社の内部通報制度の見直しの契機となれば幸いです。 

1.コンプライアンス・リスク管理体制としての内部通報制度の在り方～経営目線と実務目線から 

2.内部通報制度が有効に機能しているかの評価方法 
～定量指標によるマクロ的評価と定性的評価～経営目線と実務目線から 

3.内部通報制度の PDCA サイクルと改善手法～経営目線と実務目線から 
・課題：利用件数が少ない、周知しても利用されない等⇒①利用促進フェーズ 
・課題：一定程度、利用されているが、通報してほしい情報がもたらされない、人間関係の不満等に関する通
報に苦労している等⇒②運用改善フェーズ 
・課題：内部通報制度を全体最適の観点から経営改善にも利用したい。⇒③運用高度化フェーズ 

4.利用者満足度向上への配慮その他実務上の工夫～経営目線と実務目線から 
本セミナーについては、法律事務所ご所属の方はお申し込みをご遠慮願います。  

【講師紹介】  
1999 年 3 月東京大学法学部卒業。2000 年検事任官（東京地方検察庁）。千葉地方検察庁（特別刑事部）、ワシントン大
学ロースクール客員研究員、東京地方検察庁（特別捜査部）、法務省刑事局付（総務課）、徳島地方検察庁（三席検事）
等を経て、2014 年 10 月弁護士登録（第一東京弁護士会）。2015 年 5 月渥美坂井法律事務所・外国法共同事業パートナ
ー、2016 年 1 月同事務所シニアパートナーとして、危機管理プラクティスグループを統括。2022 年 4 月日本郵政株式会社
常務執行役（グループ CCO・コンプライアンス責任者）・日本郵便株式会社常務執行役員、2023 年 6 月日本郵政株式会
社専務執行役（グループ CCO）・日本郵便株式会社専務執行役員（ 2025 年 3 月退任）。2024 年 4 月弁護士法人瓜生・
糸賀法律事務所パートナー。 
企業の２線機能を強くすることをライフワークとして、企業法務としての個別事案の助言等のほか、不正調査、企業不祥事対
応を含む危機管理支援、コーポレートガバナンス体制・コンプライアンス・リスクマネジメント体制、災害対策を含むクライシスマ
ネジメント体制の強化支援、社内調査の高度化支援、２線業務の効率化・標準化支援等、社内で実効性のある取組みの実
践をサポートしている。これに加え、企業のマーケティングの支援等も行っている。弁護士・公認不正検査士。  
                             ※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。 

■主催  経 営 調 査 研 究 会  

■後援  金 融 財 務 研 究 会   
https:/ /www.kinyu.co.jp  

 
 

Facebook：https://www.facebook.com/keichoken  
Twitter：https://twitter.com/keichoken05  
Blog：https:// www.kinyu.co.jp/blog/ 

  

Zoom セミナー  

https://www.kinyu.co.jp/


 ２０２５年７月３日（木） 
１０：００ ～１２：００ 

本セミナーは Zoom で開催いたします。当日のご参加が難しいお客様に
は、録画した動画を後日配信することが可能です。（開催前のお申し込
みが必要です）。後日配信をご希望の場合は、申込書質問欄のチェック
ボックスにチェックを入れてください。原則として、参加費をお振込い
ただいた後に、メールで詳細をお送りいたします。  
 

１名につき２６ ,８００円（消費税、参考資料を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいただいた場合、お２人目から 

１名につき２４,０００円になります。 

追加申込みの場合はその旨をご記入下さい。  

 
経営調査研究会  ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2033  FAX 03-5695-8005 
 
 
上記ホームページの申込欄からお申し込み下さい。参加申込書を FAX 又は郵送い
ただいてのお申し込みも承ります。折り返し受講証と請求書を郵送致します。参
加費は下記の普通預金口座に開催日前日までにお振込み下さい。（但し経理の都合
等で間に合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）クレジットカ
ードご利用の場合は、質問欄にその旨をご連絡下さい。参加費の払戻しは致しま
せんので、当日ご参加になれない場合は、代理の方のご出席あるいは当社および
金融財務研究会主催の他のセミナーへのお振替をお願いします。 (但し新しいセミ
ナーの参加費との差額が 2,000 円以上の時は差額をお支払いいただきます。ま
た、振替は 1 年以内にお願いいたします。 )  

ご記入いただきました個人情報はセミナーの開催のために使用させていただきますが、漏洩などが

ないよう最善の予防、是正に努めます。詳しくは弊社ホームページをご覧ください。  

普通預金 口座名  (株)経営調査研究会  
 
三菱 UFJ 銀行 八重洲通支店 0602180 三井住友銀行 東京中央支店 3207281 

みずほ銀行  京 橋 支 店  1813877 三菱 UFJ信託銀行 日本橋支店  1979947 
 
◇クレジットカードは Visa、Mastercard、American Express、JCB、Diners Club、

Discover がご利用いただけます。 

 
切らずにこのままお送り下さい  

  
 
 

内部通報制度の仕組みと運用・実務の

PDCA サイクル・改善手法の実践例  
【Zoom】  ７／３  

 
◆参加申込書◆ 

FAX 03-5695-8005 
 
 
２０２５年  月    日 

 

下記に✓を入れてください。 
□Zoom受講  □後日配信  
 
弊社からのお知らせ、メルマガ
の送信を 
□受信する □受信しない 
 
講師へのメールアドレス開示に 
□同意する □同意しない 
 
クレジットカードをご利用の場合
は下記に✓を入れて下さい。 
□クレジットカード利用 

 

ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 1833（Law-k251833）                     

会 社 名 

TEL 
FAX 

 
E-Mail 

所 在 地 
〒 

参加者ご氏名  部課名  

〃  〃  

〃  〃  

〃  〃  

書類送付先 

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                  部課名 

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には「受講証・請求書」を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 

開 催 日 

参 加 費 

申 込 先 

申込方法 


